
 

 

個 別 注 記 表 

 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 
 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 
 

なお、匿名組合への出資持分については、組合契約に規定される決算報告日における最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 
  

② 子会社株式 

 移動平均法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）については定額法） 

建物     8～13 年 

工具器具備品 4～15 年 
  

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（3～5 年）に基づき償却

しております。 
  

③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(3) 繰延資産の処理方法 

 株式交付費 

 支出時に全額費用処理する方法を採用しております。 

  

(4) 引当金の計上基準 

 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上し

ております。 

 投資損失引当金 

 

 

 

 

 期末現在に有する営業投資有価証券及び関係会社株式の損失に備えるため、投資先会社等の実情

を勘案の上、その損失見積額を計上しております。 

 

 



 

 

(5) 収益及び費用の計上基準 

 売上高及び売上原価 

売上高には、投資育成目的の営業投資有価証券の売却高、受取配当金、受取利息及び営業貸付金

の受取利息等を計上し、売上原価には、売却有価証券帳簿価額、支払手数料、評価損、投資損失引

当金繰入、営業貸付金にかかる資金原価等を計上することとしております。 

 

(6) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

2.重要な会計方針の変更に関する注記 

 減価償却方法の変更 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成 24 年 4月 1日以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより営業損失、経常損失

及び税引前当期純損失は、それぞれ 9,576 千円減少しております。 

  

3.表示方法の変更に関する注記 

（損益計算書） 

前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は、当事業年度

において重要性が増したため、区分掲記しております。なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に

含まれている「為替差益」は 61 千円であります。 

 

4.貸借対照表に関する注記 

(1) 偶発債務 

   以下の投資先（グループ会社を含む）に対して、金融機関の支払保証に対する保証等を行っており

ます。 

Trility Group Pty Ltd      1,575,066 千円（16,083 千豪ドル） 

Seajacks International Ltd       4,017,430 千円（14,439 千ユーロ及び 24,180 千米ドル） 

 

(2) 関係会社に対する金銭債権 

   短期金銭債権 

 

3,226 千円 

 

 

 

5.損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

   営業取引以外の取引による取引高 

 

240 千円 

 

 

 

6.株主資本等変動計算書に関する注記 

 当該事業年度末における発行済株式の総数 普通株式 5,600,200 株  

     

 

 

 

 

 

 



 

 

7.税効果会計に関する注記  

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）  

 繰越欠損金 3,910,526 千円 

 未払事業税 35,446 千円 

 繰延消費税 56,766 千円 

 賞与引当金 64,454 千円 

 営業投資有価証券 643,619 千円 

 関係会社株式 118,812 千円 

 投資損失引当金 1,764,743 千円 

 その他 18,235 千円 

 繰延税金資産小計 6,612,604 千円 

 評価性引当額 △6,612,604 千円 

 繰延税金資産合計 －  千円 

（繰延税金負債）  

 その他有価証券評価差額金 772,323 千円 

 繰延税金負債合計 772,323 千円 

 繰延税金負債の純額 772,323 千円 
 

 

8.金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 ① 金融商品に対する取組方針 

当社は、産業活力の再生及び産業活力の革新に関する特別措置法に定められた支援基準に基づき、

投資活動を行っております。投資活動を行うための資金需要については、必要な資金を自己資本や

銀行借入による間接金融などによって調達することとしております。 

資金運用については、資金の流動性及び安全性を確保するため、短期的な預金や有価証券（国内

譲渡性預金）に限定し運用を行っております。 
  

 ② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する営業投資有価証券は主に投資先企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場

価格の変動リスクに晒されているほか、未上場株式については流動性が乏しく、外貨建営業投資有

価証券については為替リスクに晒されております。また、営業貸付金は貸付先企業の信用リスクに

晒されております。 
  

 ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

 イ.  発行体及び貸付先企業の信用リスクの管理 

投資先及び貸付先企業の経営状況を随時かつ定期的にモニタリングし、財務状況の悪化、事 

業計画の遅延等の早期把握に努めております。 

ロ.  市場リスクの管理 

営業投資有価証券のうち、上場企業については、継続的に時価や発行体の経営状況等を把握 

    しております。また、外貨建営業投資有価証券については、継続的に為替変動のモニタリング 

を行っております。 

ハ.  資金調達に関する流動性リスクの管理 

当社は、入出金の情報を確認し、定期的に資金繰表を作成することによって流動性リスクを 

管理しております。 
  

  



 

 

 ④ 金融商品の時価等に係る事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が得られない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。 

 
  

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成 25 年 3月 31 日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

となっております。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており

ません。 

区      分 
貸借対照表計上額 

(千円) 

時 価 

(千円) 

差  額 

(千円) 

(1) 現 金 及 び 預 金 104,453,091 104,453,091 － 

(2) 営業投資有価証券  3,531,250 3,531,250 － 

(3) 営 業 貸 付 金 10,000,000 10,000,000 － 

資 産 計 117,984,341 117,984,341 － 

(1) 短 期 借 入 金 210,500,000 210,500,000 － 

(2) 未 払 金 838,710 838,710 － 

(3) 未 払 法 人 税 等 97,056 97,056 － 

負 債 計 211,435,767 211,435,767 － 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

  資産 

(1)  現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によってお

ります。 

   

(2) 営業投資有価証券 

     株式の時価について、取引所の価格によっております。 

 

(3) 営業貸付金 

営業貸付金は変動金利であり、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状態が実行

後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によって

おります。 

 

   負債 

(1) 短期借入金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。   

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 （注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区      分 
貸借対照表計上額 

(千円) 

営業投資有価証券に属するもの   

 非 上 場 株 式（*1） 268,226,657  

 非上場外国債券（*2） 496,000  

 そ の 他（*3） 521,504  

関 係 会 社 株 式 に 属 す る も の   

 非 上 場 株 式（*1）    92,000,223  
 

  (*1) 

 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額の開示から除外しております。 

  (*2) 非上場外国債券については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もる

ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、貸借対照表

計上額、時価及びこれらの差額の開示から除外しております。 

 (*3) 

 

匿名組合の出資持分について、その組合財産が時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額の開示から除外しております。 

 

（注 3）金銭債権及び満期のある有価証券の償還予定額 

 1 年 以 内 

(千円) 

1 年超 5 年以内 

（千円） 

現 金 及 び 預 金 104,453,091  － 

営 業 貸 付 金 － 10,000,000 

 

（注 4）有利子負債の決算日後の返済予定額 

 1 年 以 内 

(千円) 

短 期 借 入 金 210,500,000  

 

9.関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等  

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

と の 関 係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

主要株主 財務大臣 

被所有 

直接 

95.00％ 

出資金 

の受入 

出資金 

の受入 

(注 1) 

124,000,000 － － 

債務 

被保証 

当社借入金 

に対する 

債務被保証 

（注 2） 

210,500,000 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）出資金として、1株につき 50 千円の払込みを受けたものであります。 

（注 2）当社は、借入金に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。 

 

 



 

 

 

(2) 子会社及び関連会社 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

と の 関 係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

子会社 

INCJ SJ 

Investment 

Limited  

所有 

直接 

100.00％ 

株式の取得 

職員の役員 

兼任 

出資金 

の払込 

(注 1) 

24,366,001 － － 

INCJ Solar 

Holding Europe 

Limited 

所有 

直接 

100.00％ 

株式の取得 

職員の役員 

兼任 

出資金 

の払込 

（注 2） 

1,747,369 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1） 出資金として、1株につき 1米ドル（合計 300 百万米ドル、24,366 百万円）の払込みを行ったも

のであります。 

（注2） 出資金として、1株につき 1ユーロ（合計 13,899 千ユーロ、1,747 百万円）の払込みを行ったも

のであります。 

 

10. 1 株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産額 

1 株当たり当期純損失 
 

46,929 円 69 銭 

3,115 円 69 銭 
 

 

11. 重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 


